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● 平成 7 年͔Β平成 22 年·Ͱͷ数値͸ɺ各年ʹ͓けΔ国勢調査ͷσータを実績値

ͱしͯ用い·したɻ平成 27 年ɺ平成 32 年ͷ人口予測ʹͭいͯ͸ɺ国立社会保障・

人口問題研究所ʮ日本ͷ地域別将来推計人口ʢ平成 25 年 3 月推計ʣʯͷコーホー

τ要因法 注ʣʹΑΔ推計値を用い·したɻ

● 推計値ʹΑΔͱɺ平成 17 年ͷ 136,886 人͕平成 32 年ʹ͸ 120,083 人ʹͳΓɺ

大幅ͳ減少傾向ͱͳΔこͱ͕う͔͕え·すɻ

● 減少率をΈΔͱɺ平成７〜 12 年ͷ 5 年間Ͱ△ 2.1％ɺ平成 12 〜 17 年Ͱ△ 2.7％ɺ

平成 17 〜 22 年Ͱ△ 3.4％ɺ平成 22 〜 27 年Ͱ△ 4.5％ɺ平成 27 〜 32 年Ͱ△ 4.9%

ͱ減少傾向ͷ割合͕大͖くͳ͓ͬͯΓɺ人口減少ͷスピーυ͕૿しͯいくͱ予測

さΕ·すɻ

第 3 節 主要指標ͷ見通し

■人口の推計
実績値：国勢調査 推計値：コーホート推計値

資料：八代市統計年鑑（平成25年度版）　国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村将来推計人口」
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注ʣコーホーτ要因法ͱ͸ɺ基準年ͷ性・年齢別人口ʢコーホーτʣをもͱʹɺ変化

ͷ要因ʢ出生率ɺ生残率ɺ社会移動率等ʣを考慮しͯɺ次ͷ年ͷ性・年齢別人口

を推計しɺこͷ繰Γ返しʹΑͬͯ将来ͷ人口を推計しͯいく方法Ͱすɻ
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● 年齢 3 階層別ͷ人口Ͱ͸ɺ年少人口ͷ総人口に占ΊΔ割合͕平成 17 年ͷ 13.8％

͔ら平成 32 年に͸ 11.2％に減少しɺ生産年齢人口についͯ΋同様に 60.4％͔

ら 53.8％に減少しͯいますɻ

● 一方ɺ高齢化率ʢ総人口に占ΊΔ老年人口ͷ割合ʣ͕平成 17 年ͷ 25.7％͔ら平

成 32 年に͸ 34.9％に૿加しͯいますɻ

● 年少人口ͷ減少傾向ͱ高齢化率ͷ૿加傾向͔らɺ今後ɺ少子高齢化͕急速に進展

すΔͱ予測さΕますɻ
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※年齢不詳は含まないため、各年の合計値はP14の総人口数とは異なる。
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■年齢3階層別人口の推計
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■世帯数の推計

■就業人口の推計
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● 平成 7 年͔Β平成 22 年まͰͷ合併前後ͷ市町村ͷ世帯数ʢ国勢調査：各年ͷ 10

月 1 日時点ʣを実績値ͱしɺ世帯数ͷ回帰分析ʢ指数関数ʣにΑΓ推計値を算

出しɺそͷ推計値ͱ人口ͷ推計値ΑΓ 1 世帯当たΓ人員を算出しましたɻ

● 傾向ͱしͯ͸ɺ世帯数͕平成 17 年ͷ 46,983 世帯͔Β平成 32 年に͸ 49,315 世

帯に૿加しɺ逆に 1 世帯当たΓ人員͸ 2.91 人͔Β 2.44 人に減少しɺ核家族化

͕進行すΔͱ予測さΕますɻ

● 昭和 55 年͔Β平成 22 年まͰͷ産業別就業人口ʢ国勢調査：各年ͷ 10 月 1 日時

点ʣを実績値ͱしɺ産業別就業者数ͷ構成比及び全就業者数ͷ直線回帰にΑΓ推

計値を算出しましたɻ

● 就業者数͸減少傾向にあΓɺ平成 32 年ͷ全就業者数͸ 51,820 人ͱ予測さΕま

すʢ平成 17 年͔Βͷ減少率：△ 19.8％ʣɻ

● 産業別ͷ構成比Ͱ͸ɺ第１次産業ɺ第 2 次産業͸減少ɺ第 3 次産業͸૿加ͷ傾向

͕推測さΕますɻ

■世帯数の推計

■就業人口の推計
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